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（総則）

第１条 　令和３年度白子町ガス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　期末ガス供給戸数 戸

（２）　年間ガス販売量 ｍ3

（３）　一日平均ガス販売量 ｍ3

（収益的収入及び支出）

第３条

第１款 ガス事業収益 千円

第１項 製 品 売 上 千円

第２項 営 業 雑 収 益 千円

第３項 営 業 外 収 益 千円

第４項 特 別 利 益 千円

第１款 ガス事業費用 千円

第１項 売 上 原 価 千円

第２項 供 給 販 売 費 千円

第３項 一 般 管 理 費 千円

第４項 営 業 雑 費 用 千円

第５項 営 業 外 費 用 千円

第６項 特 別 損 失 千円

第７項 予 備 費 千円

令和３年度白子町ガス事業特別会計歳入歳出予算

３

１，０００

２，９２０

３，０００，０００

８，２２０

２９６，２２８

２７８，０５８

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（収入）

３２，９１０

８，２１２

（支出）

２，３２１

３０５，０５８

１２１，０８６

８，４６５

９，７０２

３

１３９，５２６
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（資本的収入及び支出）

第４条

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 工 事 負 担 金 千円

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企業債償還金 千円

（企業債）

第５条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

（一時借入金）

第６条 　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

３０，００１

３０，０００

（支出）

起債の目的 限度額 起債の方法

１１９，５１８

１

１２，６７１

１３２，１８９

（収入）

償還の方法

経年管対策事業 ３０，０００千円 証書借入

　借入先の融資条件による。
（ただし、企業財政その他の都合
により繰上償還又は低利債に借り換
えることができる。）

（ただし、利率見直し方式で
借り入れる政府資金及び地方公
共団体金融機構資金について、
利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

　４．０％以内

利率

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１０２，１８８千円
は、過年度分損益勘定留保資金８，６５３千円、当年度分損益勘定留保資金６２，１８５千円、建設改良積立金２２，３９７千
円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，９５３千円で補てんする。）



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条

（１）　職員給与費 千円と定める。

（たな卸資産購入限度額）

第９条 　たな卸資産の購入限度額は、２，２００千円と定める。

令和３年３月２日提出

白子町長　　林　　和　雄

５３，７５４

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金
額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（２）建設改良費、企業債償還金

　予定支出の各項目の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）売上原価、供給販売費、一般管理費、営業雑費用、営業外費用
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収入 単位：千円

1.ガス事業収益 296,228 （仮受消費税等　26,049）

　1.製品売上 278,058 （仮受消費税等　25,278）

1.ガス売上 278,058  3,000,000㎥×84.26円(平均認可単価)×消費税率

　2.営業雑収益 8,465 （仮受消費税等　770）

1.受注工事収益 8,140  新設工事 10件　増設工事 80件　内管入替工事 40件等

2.その他営業雑収益 325  内管修理 40件　警報器等販売ほか

　3.営業外収益 9,702 （仮受消費税等　1）

1.受取利息 28  預金利息

2.他会計補助金 540  一般会計補助金（児童手当）

3.長期前受金戻入 9,133

4.雑収入 1

　4.特別利益 3

1.固定資産売却益 1

2.過年度損益修正益 1

3.その他特別利益 1

収益的収入及び支出

令和３年度白子町ガス事業特別会計予算実施計画

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

1.ガス事業費用 305,058 （仮払消費税等　16,598）

1.売上原価 121,086 （仮払消費税等　11,007）

1.ガス売上原価 121,086  当期製品仕入高（販売量）3,000,000㎥

 勘定外　50,000㎥　自家使用高　6,000㎥

2.供給販売費 139,526 （仮払消費税等　2,700）

1.給料 15,548  6級 1人　5級 1人　3級 2人

2.手当 6,726  扶養手当 816　管理職手当 300　管理職特別勤務手当 35　通勤手当 201　

 児童手当 540　期末勤勉手当 4,208　時間外手当 626

3.賞与引当金繰入額 2,110

4.法定福利費 4,860  職員共済組合負担金等

5.厚生福利費 11  作業服等

6.退職給与金 3,454  総合事務組合負担金

7.修繕費 4,164  本支管破損個所修理 1,100　ガスクロ定期点検 1,254　車検費用 99

 ガバナ分解点検 1,243　その他供給設備修理 468

8.修繕引当金繰入額 3,000  ガスメーター有効期限切引当金

9.特別修繕引当金繰入額 7,000  ガスホルダー修繕引当金

10.電力料 74  従量電灯B（30A）

11.使用ガス費 4  熱量測定用

12.消耗品費 3,963  マイコンメーター(6号) 165　印刷製本費 667　付臭剤 500

 ガソリン代 202　その他保安用消耗品 2,429

13.旅費 18
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支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

14.通信費 458  納付書等郵送料金

15.委託作業費 20,441  定期保安検査 2,585　本支管漏えい調査 2,800　導管図更新作業 1,540

 検針業務 4,048　その他保安業務委託料等 9,468

16.手数料 648  口座振替手数料等

17.保険料 91  ガス事業者賠償責任保険料 50　自動車保険料等 41

18.賃借料 52  供給設備敷地賃借料

19.たな卸減耗費 1

20.租税課金 8  自動車重量税等

21.負担金 15  会議時等負担金

22.雑費 79  会費・教育費等

23.減価償却費 86,450  構築物 10　機械装置 266　導管 82,571　ガスホルダー 115

 ガスメーター 117　工具器具備品 3,371

24.固定資産除却費 2,015  用途廃止供給設備

25.貸倒引当金繰入額 16  回収不能ガス料金等見込額

26.労務費控除項目 △ 21,680  受注工事原価振替 △664　導管振替 △21,016

3.一般管理費 32,910 （仮払消費税等　1,047）

1.報酬 197  運営委員 6名

2.給料 9,884  7級 1人　5級 1人

3.手当 4,365  扶養手当 78　管理職手当 576　管理職特別勤務手当 42　

 通勤手当 48　期末勤勉手当 3,458　時間外手当 163　

4.賞与引当金繰入額 1,382

5.法定福利費 3,038  職員共済組合負担金等



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

6.厚生福利費 55  寝具等クリーニング 33　常備薬・宿直用寝具等購入代 22

7.退職給与金 2,190  総合事務組合負担金

8.修繕費 250  事務機器等修繕費 50　設備機器等修繕費 200

9.電力料 643  低圧電力（2Kw）154　従量電灯B（40A）489

10.使用ガス費 238  事務所用

11.水道料 44

12.消耗品費 431  事務用品 99　印刷製本費 82　図書購入費 5　その他消耗品 245

13.旅費 107

14.通信費 798  電話・光回線等通信料金

15.委託作業費 1,619  システム保守費用 924　事務所等管理費用 695

16.手数料 4,256  ＡＳＰシステム利用料 4,224　法定検査手数料 10　その他 22　

17.保険料 113  建物保険料 34　自動車保険料 79

18.賃借料 2,028  会計システム借上料 1,549　事務機器等借上料 479

19.たな卸減耗費 10

20.負担金 822  日本ガス協会及び各種協議会等負担金

21.雑費 214  教育費 38　交際費 100　その他雑費 76

22.減価償却費 226  建物 170　構築物 9　工具器具備品 47

4.営業雑費用 8,212 （仮払消費税等　683）

1.受注工事原価 7,892  新設工事 10件　増設工事 80件　内管入替等工事 40件　

 消耗品費 55　通信費 33　労務費振替 664

2.その他営業雑費用 320  内管修理 40件　器具販売原価等
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支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

5.営業外費用 2,321 （仮払消費税等　1,161）

1.企業債利息 860  平成20年度～令和2年度借入分

2.消費税及び地方消費税 1,161

3.雑支出 300  補償費

6.特別損失 3

1.固定資産売却損 1

2.過年度損益修正損 1

3.その他特別損失 1

7.予備費 1,000

1.予備費 1,000



収入 単位：千円

1.資本的収入 30,001

　1.企業債 30,000

1.企業債 30,000

　2.負担金 1

1.工事負担金 1

支出 単位：千円

1.資本的支出 132,189

　1.建設改良費 119,518

1.導管 118,742

【供給管】　新設 1,870　入替 6,050

 労務費振替 21,016　設計積算システム賃借 606

2.ガスメーター 776  30号メーター 

　2.企業債償還金 12,671

1.企業債償還金 12,671

資本的収入及び支出

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

（仮受消費税等　1）

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

（仮払消費税等　8,954）

（仮受消費税等　1）

（仮払消費税等　8,954）

【本支管】　新設 1,100　入替 85,100　供給改善 3,000　　
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１．総　　　括

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 25,432 14,583 40,212 7,898 5,644 53,754

6 6 296 25,593 14,310 40,199 7,858 5,646 53,703

0 0 △ 99 △ 161 273 13 40 △ 2 51

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 宿 日 直 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 894 876 77 249 0 540 11,158 0 789

前 年 度 576 576 96 249 0 265 10,501 1,065 982

比 較 318 300 △ 19 0 0 275 657 △ 1,065 △ 193

会計年度任用職員以外の職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 25,432 14,583 40,212 7,898 5,644 53,754

6 6 296 25,593 14,310 40,199 7,858 5,646 53,703

0 0 △ 99 △ 161 273 13 40 △ 2 51

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 宿 日 直 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 894 876 77 249 0 540 11,158 0 789

前 年 度 576 576 96 249 0 265 10,501 1,065 982

比 較 318 300 △ 19 0 0 275 657 △ 1,065 △ 193

（１）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額 3,492千円を含む。

給　　与　　費　　明　　細　　書

手

当

の

内

訳

職 員 数 給 与 費

区 分
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)
計

(千円)

管 理 職
特別勤務
手　　当

本 年 度

前 年 度

比 較

計
(千円)

本 年 度

前 年 度

比 較

手

当

の

内

訳

管 理 職
特別勤務
手　　当

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)



会計年度任用職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 宿 日 直 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．給料及び手当の増減額の明細

△ 161 581 581

△ 742 △ 742

273 439 300
35
92

時間外勤務手当 12

△ 117 △ 117

△ 49 318
△ 54

275
682

△ 1,065
△ 205

（２）

期末勤勉手当

管理職特別勤務手当

児童手当

昇給昇格に伴う増減分

管理職手当

管理職特別勤務手当
その他の増減分 扶養手当

期末勤勉手当

前年度 6人

採用・退職・異動状況

宿日直手当
時間外勤務手当

給与改定に伴う増減分

異動に伴う増減分

説 明 備 考

本年度 6人

異動 1人期末勤勉手当

（単位：千円）

給 料

手 当

区 分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳
昇給昇格に伴う増減分

昇給昇格に伴う増減分

職員の状況
その他の増減分

計
(千円)

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)

本 年 度

前 年 度

比 較

手

当

の

内

訳

管 理 職
特別勤務
手　　当
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３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当りの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（２）初任給

（３）級別職員数

計

（人） 6

（％） 100.0

（人） 6

（％） 100.0

（等級の基準となる職務）

（４）昇給

号 級 数 別 内 訳 比　率
（Ｂ）/（Ａ）

100.0

100.0

（単位：人、％）

5

6

6

本 年 度

前 年 度

区 分
職員数
（Ａ）

6

6

昇給に係る職員数
（Ｂ） 1号給 4号給

1

1

5

主査
課長・
主幹

主任主事・
主任技師

課長補佐
・副主幹

係長・
主査補

6級 7級区 分

事 務 ・ 技 術 職
主事補・
技師補

主事・
技師

1級 2級 3級 4級 5級

事 務 ・ 技 術 職

353,200

394,073

46.3

355,450

154,900

182,200

（単位：円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

390,906

47.5

区 分

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在

令 和 2 年 4 月 1 日 現 在

一般会計の制度

一般行政職
区 分

高 校 卒

大 学 卒

事務・技術職

154,900

182,200

1

16.7 33.3 33.3 16.7

1 2 2

1

33.3 33.3 16.7 16.7

2 2 1

4級 5級 6級 7級2級 3級

令 和 2 年 4 月 1 日 現 在

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在

区 分 事務・技術職 1級

職員数

構成比

職員数

構成比



（５）期末・勤勉手当

2.225 2.225 4.45

2.250 2.250 4.50

2.225 2.225 4.45

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）地域手当

全域

支 給 率 (％) －

支 給 対 象 職 員 数 (人) 6

一 般 会 計 の 制 度 (％) －

（８）その他の手当

支給対象地域

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

備 考そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算）

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算）

区 分

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

区 分

支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

有

支 給 率 計
（月分）

支 給 期 別 支 給 率

6月（月分） 12月（月分）

有

有

職制上の段階・職務の
等級による加算措置

備 考

同 じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

同 じ
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（単位：円）

1  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,530,644,458    

　　　　減価償却累計額 △1,585,433,982  945,210,476   

　　ロ  業務設備 80,673,465       

　　　　減価償却累計額 △76,666,671     4,006,794     

　　　　有形固定資産合計 949,217,270   

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000       

　　　　無形固定資産合計 235,000       

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740        

　　　　投資その他の資産合計 62,740        

　　　　固定資産合計 949,515,010   

2  流動資産

　(1)  現金･預金 152,533,312   

　(2)  売掛金 30,920,134    

　(3)  未収金 540,000       

　(4)  貸倒引当金 △66,000      

　(5)  製品 93,652        

　(6)  貯蔵品 23,561,617    

　　　　流動資産合計 207,582,715   

    資　産　合　計 1,157,097,725 

令和３年度白子町ガス事業予定貸借対照表
（令和4年3月31日）

資　産　の　部



3  固定負債
　(1)  企業債 215,684,401   
　(2)  引当金 28,000,000    
　　　　固定負債合計 243,684,401   
4  流動負債
　(1)  企業債 15,753,000    
　(2)  買掛金 13,075,000    
　(3)  未払金 33,276,000    
　(4)  前受金 14,926,521    
　(5)  引当金 7,435,000     
　　　　流動負債合計 84,465,521    
5  繰延収益
　(1)  長期前受金 257,067,858   
　(2)  収益化累計額 △212,408,596 
　　　　繰延収益合計 44,659,262    
    負　債　合　計 372,809,184   

6  資本金
　(1)  資本金
　　イ  繰入資本金 130,792,000   
　　ロ  組入資本金 525,594,189   
　　　　資本金合計 656,386,189   
　　　　資本金合計 656,386,189   
7  剰余金
　(1)  利益剰余金
　　イ  減債積立金 13,250,000    
　　ロ  利益積立金 49,120,825    
　　ハ  建設改良積立金 43,134,527    
　　ニ  当年度未処分利益剰余金
　　　　　当年度未処理欠損金 17,390,000       
　　      その他未処分利益剰余金変動額 39,787,000       22,397,000    
　　　　利益剰余金合計 127,902,352   
　　　　剰余金合計 127,902,352   
    資　本　合　計 784,288,541   
    負　債　資　本　合　計 1,157,097,725 

負　債　の　部

資　本　の　部
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産

償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
導管 13 年
ガスホルダー 20 年
ガスメーター 7～10 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和3年12月から令和4
年3月までの4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。



（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） △ 17,390,000
　減価償却費 86,676,000
　長期前受金戻入額 △ 9,133,000
　受取利息及び受取配当金 △ 28,000
　支払利息 860,000
　資産減耗費 2,016,000
　売掛金の増減額（△は増加） △ 4,300,489
　未収金の増減額（△は増加） 656,599
　未払金の増減額（△は減少） 5,097,837
　棚卸資産の増減額（△は増加） 320,000
　引当金の増減額（△は減少） 7,588,901
　小計 72,363,848

　利息及び配当金の受取額 28,000
　利息の支払額 △ 860,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー 71,531,848

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 110,564,000
　工事負担金による収入 1,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 110,563,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の企業債による収入 30,000,000
　建設改良等の企業債償還による支出 △ 12,671,000
　財務活動によるキャッシュ・フロー 17,329,000

資金増加額（又は減少額） △ 21,702,152
資金期首残高 174,235,464
資金期末残高 152,533,312

令和３年度白子町ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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（単位：円）

１．営業収益

(1)  製品売上

　　イ　 ガス売上 261,204,000         

(2)  営業雑収益

　　イ　受注工事収益 11,950,000          

　　ロ　その他営業雑収益 343,000              12,293,000          273,497,000

２．営業費用

(1)  売上原価 112,957,000         

(2)   供給販売費 134,444,000         

(3)   一般管理費 30,405,000          

(4)   営業雑費用

　　イ　受注工事原価 11,324,000          

　　ロ　その他営業雑費用 312,000              11,636,000          289,442,000

　　　営業利益（△損失） △ 15,945,000

令和２年度白子町ガス事業予定損益計算書

（令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月31日まで）



３．営業外収益

　(1) 受取利息 41,000                

　(2) 長期前受金戻入 8,958,000            

　(3) 雑収入 88,000                9,087,000            

４．営業外費用

　(1) 企業債利息 953,000              
　(2) 雑支出 500,000              1,453,000            

　　　営業外利益（△損失） 7,634,000

　　　経常利益（△損失） △ 8,311,000

５．特別利益

　(1) 固定資産売却益 1,000                  

　(2) 過年度損益修正益 1,000                  

　(3) その他特別利益 1,000                  3,000                  

６．特別損失

　(1) 固定資産売却損 1,000                  

　(2) 臨時損失 1,000                  

　(3) 過年度損益修正損 343,000              345,000              △ 342,000

　　　当年度純利益（△損失） △ 8,653,000

　　　前年度繰越利益剰余金 163,825

　　　その他未処分利益剰余金変動額　 50,799,141

　　　当年度未処分利益剰余金 42,309,966
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（単位：円）

１  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,460,381,458           

　　　　減価償却累計額 △1,537,268,982       923,112,476             

　　ロ  業務設備 80,673,465              

　　　　減価償却累計額 △76,440,671           4,232,794                

　　　　有形固定資産合計 927,345,270             

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000                  

　　　　無形固定資産合計 235,000                  

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740                    

　　ロ　投資その他の資産合計 62,740                    

　　　　固定資産合計 927,643,010             

２  流動資産

　(1)  現金･預金 174,235,464             

　(2)  売掛金 26,619,645              

　(3)  未収金 1,196,599                

　(4)  貸倒引当金 △607,845               

　(5)  製品 93,652                    

　(6)  貯蔵品 23,881,617              

　　　　流動資産合計 225,419,132             

    資　産　合　計 1,153,062,142           

令和２年度白子町ガス事業予定貸借対照表

（令和 3年 3月31日）

資　産　の　部



３  固定負債

　(1)  企業債 201,437,662             

　(2)  引当金 21,000,000              

　　　　固定負債合計 222,437,662             

４  流動負債

　(1)  企業債 12,670,739              

　(2)  買掛金 10,806,000              

　(3)  未払金 30,447,163              

　(4)  前受金 14,926,521              

　(5)  引当金 6,304,254                

　　　　流動負債合計 75,154,677              

５  繰延収益

　(1)  長期前受金 257,066,858             

　(2)  収益化累計額 △203,275,596          

　　　　繰延収益合計 53,791,262              
    負　債　合　計 351,383,601             

６  資本金

　(1)  資本金

　　イ  繰入資本金 130,792,000             

　　ロ  組入資本金 483,284,223             

　　　　資本金合計 614,076,223             614,076,223             

７  剰余金

　(1)  利益剰余金

　　イ  減債積立金 13,250,000              

　　ロ  利益積立金 66,510,825              

　　ハ  建設改良積立金 65,531,527              

　　ニ  当年度未処分利益剰余金

　　　　　 当年度未処理欠損金 8,489,175                

　　        その他未処分利益剰余金変動額 50,799,141              42,309,966              

　　　　利益剰余金合計 187,602,318             

　　　　剰余金合計 187,602,318             
    資　本　合　計 801,678,541             

    負　債　資　本　合　計 1,153,062,142           

負　債　の　部

資　本　の　部
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和2年12月から令和3年3月ま
での4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。


